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令和４年度山梨県立学校入学生に向けた学習者用端末の調達業務 

「公募型プロポーザル方式」公告 

企画提案募集要項 

 

 

次のとおり、公募により法人等から企画提案型のプロポーザル方式により、本調達に対する意

欲・資質・技術能力及び創造力等が優れた者を募集する。 

 

令和3年 12月 10日 

 

山梨県教育委員会教育長  三 井 孝 夫 

 

１ 業務の概要 

（１） 業務名 

令和４年度山梨県立学校入学生に向けた学習者用端末の調達業務 

（２） 業務の目的 

山梨県教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、県立高等学校及び県立特別支援学校

高等部において、生徒１人１台端末を活用して、すべての子どもたちの可能性を引き出す学

びを推進するため、令和４年度入学生から保護者の負担によって、学習者用端末を導入する

こととした。このことを踏まえ、教育委員会が端末調達業者及び購入価格等を決定のうえ、調

達業者の斡旋を行うことにより、スケールメリットによる生徒（保護者）負担の軽減及び学校の事

務負担の軽減を図りつつ、円滑な調達を実現させることを目的とする。 

（３） 業務内容  

別添「令和４年度山梨県立学校入学生に向けた学習者用端末の調達業務に係る仕様書」（以

下「仕様書」という。）による。 

（４） 調達期間 

契約締結の日から令和4年5月 31日（火）まで 

（５） スケジュール（参加者が 6社以上の場合は変更する場合がある。） 

 
プロポーザル公告 
 
質問票受付期限 
 
参加資格確認申請書提出期限 
 
参加資格審査結果通知 
 
提案する端末資料の提出期限 
 
企画提案書提出期限 
 
審査（プレゼンテーション・ヒアリング） 
 
審査結果通知、受託候補者特定 

 
令和 3年 12月 10日（金） 
 
令和 3年 12月 17日（金） 
 
令和 3年 12月 22日（水） 
 
令和 3年 12月 22日（水）以降 
 
令和 4年 1月 12日（水） 
 
令和 4年 1月 14日（金） 
 
令和 4年 1月 19日（水） 
 
令和 4年 1月 19日（水）以降 
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２ 企画提案募集要項等の交付 

  「山梨県教育委員会教育庁総務課」ホームページからダウンロードすること。 

ＵＲＬ  https://www.pref.yamanashi.jp/kyouikusom/index.html 

 

３ 企画提案の参加資格 

本企画提案に応募する者は、次の各号に掲げる要件を満たすこと。 

（１） 地方自治法施行令（昭和 22年政令第16号）第 167条の 4の規定に該当する者でないこと。 

（２） 公告の日以降に、「山梨県建設工事請負契約に係る指名停止等措置要領（平成２６年４月１

日）」や「山梨県物品購入等契約に係る指名停止等措置要領（平成 26 年 2 月 3 日）」に基づく

指名停止を受けている日が含まれている者でないこと。 

（３） 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申し立て、又は民事再生法

（平成 11 年法律第 225 号）に基づき民事再生手続開始の申し立てがなされている者（更生手

続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。 

（４） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号）第 2条第 6号に

規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと又は法人にあってはその役員が暴力

団員でないこと。 

（５） 令和 3 年度における物品等の特定調達契約に係る一般競争入札又は指名競争入札に参加

する者に必要な資格等に定める競争入札の参加資格（「電気通信・情報機器」、又は「文具・事

務機器」の購入に係るものに限る。）を有している者であること。 

（６） 過去5年間において、公立学校または私立学校において生徒用学習端末の納入実績を有す

る者であること。 

（７） 山梨県税、消費税及び地方消費税の滞納がない者であること。 

 

４ 企画提案参加資格確認申請書の提出 

本企画提案への参加を希望する者は、参加資格を有することを証明するため、企画提案参加資

格確認申請書（様式第 1 号。以下「申請書」という。）を提出し、企画提案参加資格の確認を受けな

ければならない。 

（１） 申請書に添付する書類 

申請書に次のものを添付すること。 

  ① ３（５）を証した書類の写し 

  ※ 申請中の場合は、「物品等競争入札参加資格審査申請書」の写しを添付し、資格を得

た時点で速やかに提出すること。 

② 誓約書（様式第２号） 

③ 役員名簿（様式第３号） 

④ 会社概要等整理表（様式第４号） 

会社概要等紹介のパンフレット等がある場合は、それを添付すること。 

⑤ 調達可能証明書（様式第５号） 

 

（２） 提出期限 

令和3年 12月 22日（水）午後 5時（必着） 

https://www.pref.yamanashi.jp/kyouikusom/index.html
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提出は、山梨県の休日を定める条例（平成元年山梨県条例第 6 号）に定める県の休日（以

下「県の休日」という。）を除く日の午前 9時から正午まで及び午後 1 時から午後 5 時までとす

る。 

（３） 提出場所 

山梨県教育委員会教育庁総務課 教育高度化推進担当（住所等は本要項の末尾に記載） 

（４） 提出方法 

提出は、持参または郵送・宅配により行い、期限までに必着のこと。持参以外の方法で提出

した場合は、到達したことを本要項の末尾に記載の問合せ先へ電話で確認すること。 

 

５ 質問の受付 

本要項及び仕様書に対し質問がある場合には、質問票（様式第 6 号）に記載の上、電子メール

にて送信すること。その際、件名を「令和４年度山梨県立学校入学生に向けた学習者用端末の調

達業務に関する質問（貴社名）」とすること。なお、電話による質問は受け付けない。 

（１） 質問の送付先 

山梨県教育委員会教育庁総務課  kyouikusom@pref.yamanashi.lg.jp 

（２） 受付期間 

令和3年 12月 10日（金）から 12月 17日（金）午後 5時まで（必着） 

（３） 質問に対する回答 

質問に対する回答は、参加申込者すべてに対し、原則電子メールで行うが、場合によって

は閲覧により行う。閲覧による場合は、改めて閲覧期間・閲覧場所について参加申込者すべ

てに通知する。なお、質問への回答は随時行うが、最終回答期限は令和3年12月20日(月）

とする。 

（４） 留意事項 

① 質問の内容は簡潔で分かりやすく記載すること。 

② 質問の内容についての確認を電子メール等にて行うことがあるので、その場合は

速やかに電子メールにて返信すること。 

 

６ 参加資格の選定 

（１） 審査結果の通知 

     参加資格の審査結果については、令和3年 12月 22日（水）以降にすべての申請者に

対し、電子メールまたは郵送にて通知する。 

（２） 非選定理由に関する事項 

     企画提案書の作成・提出の要件を満たす者として認められなかった者は、（１）の通

知を受けた日の翌日から起算して 3日（県の休日を除く）以内に、書面（様式自由）に

より理由について、説明を求めることができる。 
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７ 提案する端末の資料提出 

    提案する端末が仕様書に記載するスペックを全て満たしていることを確認するため、提案する２つ

の端末のスペックについて、「端末提案書（様式第 7 号）」に必要事項を記入のうえ、令和 4 年 1 月

12 日（水）までに提出すること。なお、仕様を満たすことが確認できない場合は追加で資料を提出さ

せることがある。 

 

８ 企画提案書の提出 

企画提案書は1参加者につき1件のみとし、仕様書に基づき、「9 企画提案書の内容について」

に掲げる項目を記載し、次により提出すること。 

（１） 企画提案書 

① 表紙には様式第8号を用いること。 

② 企画提案書は様式第8号の 1を用いること。 

③ 提案書は表紙を除いて 20ページ以内で作成すること。 

（２） 提出部数及び提出方法 

① 書面により、企画提案書を正本 1 部・副本７部提出するとともに、CD-ROM 等に格納し電

子媒体として提出すること。 

② 提出は、持参または郵便・宅配により行い、8(3)の提出期限までに必着のこと。持参以外の

方法で提出した場合は、到達したことを本要項の末尾に記載の問合せ先へ電話で確認するこ

と。 

（３） 提出期限 

令和4年 1月 14日（金）午後 5時（必着） 

提出は県の休日を除く日の午前9時から正午まで及び午後1時から午後5時までとする。 

（４） 提出場所 

山梨県教育委員会教育庁総務課 教育高度化推進担当（住所等は本要項の末尾に記載） 

（５） 企画提案の審査基準 

企画提案は、別紙「審査基準」について基づき、評価する。 

（６） 企画提案書の提出辞退 

参加資格確認申請書提出後に企画提案書の提出を辞退する場合は、「辞退届出書（様式

第 9 号）」を企画提案書の提出期限までに、8(4)の提出場所へ提出すること。なお、企画提案

の辞退は自由であり、当該辞退による不利益な取り扱いはしない。 

 

９ 企画提案書の内容について 

企画提案書には、必ず下記の全ての事項について実際に履行可能な内容を記載すること。なお、仕様

書の内容が企画提案書に記載されていない場合は、失格となるので注意すること。 

（１） 類似業務の実績 

端末の調達について、類似した実績を 1件以上示すこと。実績は平成29年度以降のものと

し、業務の概要、調達台数、調達期間、契約相手、契約金額、業務のセールスポイントを示す

こと。また、ＥＣサイトを利用して端末を販売した実績があれば、記載すること。 
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（２） 業務体制 

     別添の仕様書に記載された内容に基づき、業務の実施体制を示すこと。また、本業務を通じ

て収集する情報（生徒の氏名、保護者の氏名、住所、電話番号、学校名、クレジットカード番

号等の個人に関する情報）に対する管理方針（プライバシーポリシー、それらの取扱い方等）

を記載すること。 

（３） 業務実施スケジュール 

     別添の仕様書に記載された業務を適正かつ確実に履行できる計画を示すこと。 

（４） 端末等の提案 

「７ 提案する端末の資料提出」で提出した端末を提案するものとし、販売価格は、根拠とな

る積算根拠を作成すること。なお、販売価格は販売手数料、消費税等も含めた 1 台あたりの

単価を示すこと。 

（５） 端末保証の提案 

学習者用端末の保証・サービス内容について、別添の仕様書と合致していることを示すとと

もに、故障時の対応フローを示すこと。 

（６） 購入プロセスについて 

学習者用端末の注文、支払、受取りのプロセスについて、生徒（保護者）の購入から受け取

りまでのプロセス等が具体的に分かるように記載すること。また、分割払いについて、分割回数

や分割手数料の扱いを記載すること。 

（７） 独自の提案 

本事業の目的を達成するために有効だと思われる内容やサービス等があれば、併せて提

案すること。 

 

１０ 審査及び結果通知 

（１） 審査 

① 企画提案書の選定にあたっては、企画提案審査会を設置し、プレゼンテーションによる審

査を行う。 

② 提案内容及び価格等について総合的に審査を行い、審査の採点の合計により各提案者

の順位を決め、第１位の者を最優秀提案者とする。 

③ 最高得点の者が同点の場合、価格の見積等を総合的に判断し、最優秀提案者を決定する。 

（２） 審査方法 

① 審査では、プレゼンテーション・ヒアリングを行う。 

（ 11 企画提案のプレゼンテーション・ヒアリングを参照のこと） 

② 審査結果は、企画提案書の提案者全員に文書にて通知する。 

③ 総得点が１位であっても仕様書に沿わない場合や得点が著しく低い審査項目がある場合

は最優秀提案者としないことがある。 

④ 審査結果に対する異議申し立ては受け付けない。 

 

１１ 企画提案のプレゼンテーション・ヒアリング 

企画提案に係るプレゼンテーション・ヒアリングを次のとおり実施する。 

（１） 日時 

令和4年 1月 19日（水）を予定しているが、詳細は別途連絡する。 
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（２） 場所 

山梨県甲府市丸の内1-6-1 

山梨県庁北別館４階 マルチメディアルーム 

（３） プレゼンテーション・ヒアリングの時間 

20 分程度（提案書説明7分、質疑応答13分、準備・入退室時間を含む） 

提案書説明については、7 分が経過した場合は、直ちに終了とする。出席者は簡潔かつ明瞭

な説明に努めること。 

（４） その他 

① 企画提案の説明及び質疑応答は、主担当者となる者（プロジェクトリーダー等）が行うことと

し、会場への入室者3名以内とする。 

② 会場には県側でプロジェクタ（HDMI ケーブル接続）及びスクリーンを用意するが、自前の

プロジェクタの持ち込みも可能とする。 

③ やむを得ない事情がある場合を除き、プレゼンテーションに欠席、または、遅刻した場合は、

選定から除外する。 

④ プレゼンテーション等で使用する参考資料等は、別途提出を受け付けるが、採点の対象に

はしない。 

 

１２ 企画提案の無効 

次のいずれかに該当する場合の企画提案は無効とする。 

（１） 提案に参加する資格のない者が提案したとき。 

（２） 所定の日時及び場所に企画提案書類等を提出しないとき。 

（３） 提案に関して談合などの不正行為、または参加に際して事実に反する申し込みや提案など

不正行為があったとき。 

（４） 提案者が、他人の提案の代理をしたとき。 

（５） 企画提案審査会の委員または担当部局職員に対して、直接または間接的に本公募に関し援

助を求めたとき。 

（６） 本要項に規定する参加資格を満たすことが確認された者が、その確認後において、次のいず

れかに該当するとき。 

① 本要項に規定する参加資格を満たさなくなったとき。 

② 企画提案書類等に虚偽の記載をしたとき。 

（７） 2 件以上の企画提案をしたとき。 

 

１３ 契約 

（１） 本調達は、個人負担による購入であるため、山梨県教育委員会が契約当事者として契約せず、

協定の締結を行う。 

（２） 最優秀提案者を協定候補者とし、協定条件及び業務仕様書の内容を踏まえ協議を行い、協

定内容及び協定単価を決定したうえで協定を締結する。 

（３） 協定候補者と教育委員会との間で協議が整わない場合、審査結果において総合評価が次点

であった者と協議の上、協定を締結する。 
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１４ その他 

（１） 必要に応じて参加申込みに関する照会を行う場合がある。 

（２） 提出された企画提案書類等は返却しない。 

（３） 本提案により知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。 

（４） 契約の協定候補者として特定された後に、提案内容を適切に反映した仕様書の作成のため

に、業務の具体的な実施方法について提案や説明を求めることがある。  

（５） 提案された企画提案書類等の内容については、協議の上、本業務の仕様書に反映する場合

がある。  

（６） 参加表明及び企画提案に関する説明会は行わない。 

（７） 企画提案に要する費用は、参加者の負担とする。 

（８） 災害等、不測の事態が生じた場合は、本業務に関する手続きを延期することがある。 

（９） 企画提案書に基づく履行ができなかった場合には、損害賠償請求、協定解除等の措置を行う

場合がある。 

 

１５ 問合せ・連絡先 

〒400-8504 山梨県甲府市丸の内一丁目6番 1号 山梨県庁防災新館３階 

山梨県教育委員会教育庁総務課 教育高度化推進担当 

電話番号（直通） 055-223-1750 

メールアドレス  kyouikusom@pref.yamanashi.lg.jp 


